
事業概要 【愛知県電⼦契約推進事業】

実施地域 愛知県 事業費 5,500千円

実施主体 愛知県 ⼈⼝ 7,528,519⼈

事業概要
電⼦契約とは、紙の契約書に押印することに代えて、電⼦⽂書に電⼦署名することで締結する契約である。
電⼦契約に関する法整備や働き⽅改⾰の推進などにより、電⼦契約を導⼊・検討する⺠間事業者の増加等を
背景に、⾏政⼿続のデジタル化の取組の⼀つとして、県と⺠間事業者の利便性向上や業務の効率化の観点から、
電⼦契約サービスを導⼊する。

具体
サービス

【電⼦契約サービス】
• クラウド型 ⽴会⼈型電⼦契約サービス

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①電⼦契約の件数
②電⼦契約を実施した局数

【アウトカム指標（成果指標）】
①契約における事務時間の削減
②契約に要する諸経費の削減
③電⼦契約の利⽤満⾜度

契約書
･･････

･････
･････

＜愛知県＞ ＜電子契約サービス＞ ＜契約相手＞

⑤メール通知 ③確認・合意

①電子文書
アップロード

②メール通知

電子契約サービス提供事業者（立会人）

④電子署名

電子証明書



事業概要 【AIチャットボットの導⼊】

実施地域 愛知県 事業費 2,000千円

実施主体 愛知県 ⼈⼝ 7,528,519⼈

事業概要 ホームページにAIチャットボットを導⼊し、納税義務者が県税に関する疑問点を２４時間いつでもＷＥＢだけで解
決できる環境を整える。

具体
サービス

【AIチャットボットサービス】
• AIを⽤いて⼈間と⾃然な対話・応答を⾏うコン

ピュータプログラム

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①AIチャットボットサービスでの質問件数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①AIチャットボットサービスの課題解決割合
②AIチャットボットサービスの利⽤満⾜度
③

イメージ図等
（レイアウト任意）



事業概要 【公の施設のキャッシュレス決済導⼊事業】

実施地域 県所有の公の施設３１施設 事業費 57,156千円

実施主体 愛知県 ⼈⼝ 7,528,519⼈

事業概要 公の施設における使⽤料等の収納事務について、現⾦に加え、クレジットカード・電⼦マネー・QRコード決済によ
る⽀払いに対応することにより、施設利⽤者における利便性の向上を図る。

具体
サービス

公の施設の使⽤料等を収納する窓⼝に、キャッシュ
レス決済端末等を設置することにより、施設利⽤者
が窓⼝で施設使⽤料等を⽀払う際に、これまでの現
⾦による⽀払いに加え、キャッシュレス決済を選択で
きる環境を整備する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①公の施設におけるキャッシュレス決済収納率

【アウトカム指標（成果指標）】
①キャッシュレス決済導⼊により施設の利便性向上を
実感するものの割合



事業概要 【⼯事情報連携システム開発事業】

実施地域 愛知県 事業費 22,440千円

実施主体 愛知県 ⼈⼝ 7,528,519⼈

事業概要
愛知県農林⽔産部⾨が発注する⼯事等の情報を⼀元化し、既存の複数システムと連携するための基盤となる
「⼯事情報連携システム」を開発する。
本システムにより、これまで発⽣していた⼯事書類の不備や提出遅れ等が改善され、⼯事受注業者を含めた業
務の効率化を加速させる。

具体
サービス

システム利⽤者である発注者（愛知県職員）が⾏う以下
の⼊⼒作業やミスによる⼿戻り等を削減するとともに最新情報
を共有することで⼯事等で使⽤する各システムの利⽤を円滑
化する。
①積算システムとの連携・・・設計書から⼯事名や設計⾦額等の⼯
事等情報を取り込む。
②⼊札システムとの連携・・・⼯事等情報に⼊札参加資格者等の
⼊札情報を加え、⼊札システム⽤のデータを出⼒する。また、⼊札
後に⼊札システムから契約情報を取り込む。
③⼯事情報共有システムとの連携・・・⼯事等及び契約情報を基
に、⼯事情報共有システムの利⽤開始前の初期登録に必要な
データを出⼒する。※現在、⼊⼒ミス等による⼿戻りで初期登録の
遅れが顕著。
④成績評定機能・・・完了後に出来栄え等について評価を⾏う。
⑤台帳機能・・・上記の⼯事等及び契約情報を⼀元管理し、デー
タの⼊出⼒や書類の作成を⾏う。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①本システムで管理する⼯事等の件数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①⼯事情報共有システムの利⽤開始までの⽇数の短縮
②
③

⼯事等情報XML
取込

②⼊札システム
（あいち電⼦調達
共同システム）

設計書

①積算
システム

検査結果通知

④成績評定

各種調書等

XML
出⼒

CSV
取込

CSV
出⼒

⼊札情報
・

契約情報 CSV
取込

CSV
出⼒

③⼯事情報
共有システム

XML
取込

XML
出⼒

契約書等
帳票
出⼒

⼿⼊⼒ 完了届等

帳票
出⼒

帳票
出⼒

帳票
出⼒

終了
（保存）

開始

利⽤案内
・利⽤申込

評定⼀覧表等

※全データを⑤台帳機能で管理

※⼯事受注者が
個別に実施

《⼯事情報連携システム》
＜現状＞
①〜⑤が独⽴して稼働しており、
同じ内容を何度も⼊⼒する必要
がある。



事業概要 【危険物取扱者保安講習のオンライン化事業】

実施地域 愛知県 事業費 20,148千円

実施主体 愛知県 ⼈⼝ 7,528,519⼈

事業概要

県は、危険物取扱者に対して、消防法により受講が義務付けられている法定講習を⺠間委託し、実施している。
本事業は、これまで対⾯で実施していた当該講習を、オンライン上でも受講できるようにするもの。
これにより、時間の使い⽅の効率化等による住⺠の利便性が向上、個⼈のニーズに応じたサービスの提供、社会
全体で幅広く実践されるようになっているテレワーク等の取組にも対応したかたちで受講機会の提供が可能となる。

具体
サービス

【オンライン講習サービス】

• Step1受講申請、Step2講習の受講、Step3
受講修了の証明をすべてオンライン上で完結で
きるようにする。

• Step1受講申請は、システムによりオンラインでの
⼿続きが可能となっている。

• Step2では、講習の受講を「動画の視聴」及び
「効果測定」というかたちでオンライン上で実施で
きるようにする。

• Step3では、受講修了の証明を、対⾯講習の
場合の危険物取扱者免状への受講⽇等の記
載に替えて、システムから受講証明書を発⾏する
とともに、システム内で受講修了者の情報管理を
⾏えるようにする。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンライン講習の受講申請件数
②オンライン講習の予約率
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①講習の⽋席率
②オンライン講習サービスの利⽤満⾜度
③

受講者 県（受付システム）

Step1：受講申請 申請受付

Step２：
・講習受講（動画の視聴）
・効果測定

受講証明書の発⾏
（効果測定修了後）

Step３：受講証明書の保持

受講修了者情報の管理

効果測定

⾃動取り込み

動画視聴

ログイン

ログイン

ログイン

出⼒



事業概要 【図書館デジタルトランスフォーメーションの推進】

実施地域 名古屋市 事業費 10,000千円

実施主体 名古屋市 ⼈⼝ 2,325,946⼈(R4.12.1)

事業概要 ・現在は来館や電話による申し込みが必要な図書館の学習席・集会室予約及びイベント申し込みについて、
市民が場所や時間を選ばずオンラインで完結できる環境を整備する。

具体
サービス

【学習席・イベントウェブ予約システム】
• 400以上ある鶴舞中央図書館の学習室等の

席について、オンラインで予約を可能にする。
• 年間2千回以上実施している図書館のイベント

について、オンラインで予約を可能にする。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①学習席・イベントウェブ予約システムへのアクセス数
②学習席の予約申込数
③イベントの申込数

【アウトカム指標（成果指標）】
①学習席・イベントウェブ予約システム利⽤者の満⾜度

図書館利用者

予約システム
検索・予約

情報
管理

利⽤



事業概要 【科学館発券システムの再構築】

実施地域 愛知県名古屋市中区栄 事業費 103,345千円

実施主体 愛知県名古屋市 ⼈⼝ 2,325,946⼈（R4.12.1）

事業概要

科学館発券システムの再構築は、機器更新に合わせて、来館者の利便性の向上と、同時に科学館職員・スタッ
フの業務効率の向上及び来館者サービスへの還元を図るため、各種観覧券をWEB購⼊できるようにし発券窓⼝
の⾏列を減らすことで、来館者が待ち時間なくスムーズに⼊館できるようにするものである。また、WEBの専⽤フォー
ムから団体予約を⾏うことや観覧料の⽀払いにクレジットカード等を導⼊するなど、世の中のデジタル化に合わせ、
来館者がより科学館を利⽤しやすい環境へと変⾰するものである。

具体
サービス

【観覧券の発券】
・施設向けチケッティングシステムの導⼊
・電⼦予約サイトでの観覧券のWEB事前購⼊
・プラネタリウムは、予約→配席→WEB事前購⼊
・⼀部の観覧券のチケットレス化
・クレジットカード・電⼦マネー・⼆次元コード決済の
導⼊

【団体予約】
・電話＋FAXの申込を廃⽌し、WEBから申込
【⼊館者数・滞留者数管理】
・⼆次元コード等によるリアルタイムかつより正確な
来館者数管理
・館内混雑状況をWEBページでお知らせ

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①観覧券のWEB事前購⼊者の割合
②プラネタリウム観覧券のWEB事前購⼊者の割合
③団体予約の申請件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①窓⼝での観覧券購⼊の待ち時間
②繁忙期のプラネタリウムの稼働率
③東海4県以外からの団体予約件数
④導⼊するシステムの利⽤者満⾜度

観覧券のWEB事前購⼊

⼀部の観覧券の
チケットレス化

クレジットカード・電⼦マネー
・⼆次元コード決済の導⼊

WEBの専⽤
フォームから申込

団体予約は
電話・FAXを廃⽌

館内混雑状況を
WEBページでお知らせ

⼆次元コード等で混雑状況等を
リアルタイム管理



事業概要 【観光デジタルマップの作成】

実施地域 愛知県 名古屋市 事業費 16,000千円

実施主体 名古屋市 ⼈⼝ 2,325,946⼈（R4.12.1）

事業概要
・観光分野でもSDGsの観点からデジタル化が進⾏中。(ドイツ観光局は観光パンフレットを100%オンライン化)
・訪⽇外国⼈観光客の受⼊が再開したが、観光消費拡⼤のためには、回遊性向上と消費機会の拡⼤が重要。
・こうした課題に対し、観光ＤＸとして、従来、紙が主体であった観光マップをデジタル化し、さらにＡＩを活⽤する
ことで、観光客の市内回遊や観光消費の需要を掘り起こし、紙の削減とともに地域の経済効果拡⼤を推進する。

具体
サービス

【観光デジタルマップ】
・名古屋市の観光デジタルマップを、ダウンロードアプリ
ではなく、ブラウザ上で使⽤するwebアプリ式で名古
屋市公式観光ウェブサイト上に搭載し、サービスを提
供。

・観光客個々⼈の嗜好や気分に合わせた観光スポッ
トや飲⾷店などの訪問候補地を提案する「ＡＩレコ
メンド機能」も搭載。

・公式観光ウェブサイトでも紹介している観光モデル
コースなども、デジタルマップ上でコース表⽰。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① デジタルマップ利⽤者数
② 紙の観光マップの削減数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
① 観光客１⼈あたりの平均訪問スポット数
② 観光消費額の増加割合
③ 観光デジタルマップ利⽤者満⾜度

※公表資料として作成すること 2

ユーザーの好みや気分に応じてAI
がスポットを推奨

名古屋市公式観光サイトのモデル
コースをマップ上に表⽰

観光デジタルマップ
（イメージ）

事業概要 【観光デジタルマップの作成】



事業概要 【スポーツ・レクリエーション情報システムオンライン・キャッシュレス決済導⼊】

実施地域 愛知県名古屋市 事業費 71,611千円

実施主体 愛知県名古屋市 ⼈⼝ 2,325,946⼈（R4.12.1）

事業概要

スポーツ・レクリエーション情報システム（以下、スポレクシステムという。）は、名古屋市が管理する運動施設の利
⽤申込を⾏うシステムである。 スポレクシステムでの期⽇以降の利⽤申込は事前に窓⼝に訪問し現⾦決済をす
る必要があり、不便であるという問題点があるため、令和5年度に、オンライン決済と、窓⼝での各種キャッシュレス
決済の導⼊を⾏い、解決を図る。これにより、決済時の接触機会が抑制される等、感染症の感染拡⼤防⽌も期
待される。

具体
サービス

【オンラインキャッシュレス決済サービス】
• 令和5年度にシステム改修及び決済事業者、

決済代⾏業者との契約を⾏い、オンライン上での
キャッシュレス決済を導⼊する。

【窓⼝キャッシュレス決済サービス】
• 令和5年度にシステム改修及び決済事業者との

契約を⾏い、窓⼝端末を購⼊し、既存の有料
公園施設決済窓⼝全てにおいてキャッシュレス決
済を導⼊する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①キャッシュレス決済の利⽤率（オンライン決済）
②キャッシュレス決済の利⽤率（窓⼝決済）
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①スポレクシステムオンライン・キャッシュレス決済サービスの
満⾜度
②施設利⽤件数の増加率
③施設管理者の対応時間の減

利⽤者
施設情報・
予約情報

受付窓⼝

公園案内センター
庄内緑地

⼟⽊事務所

スポレクシステム

施設利⽤

予約・⽀払

各種受付対応など

キャッシュレス決済導⼊

キャッシュレス決済導⼊

⽀払後

⽀払後

予約・⽀払



事業概要 【スマート窓⼝導⼊事業】

実施地域 愛知県豊橋市 事業費 12,000千円

実施主体 愛知県豊橋市 ⼈⼝ 370,923⼈

事業概要
市役所窓⼝における、複雑な⼿続き案内、各窓⼝での類似書類の作成、⻑時間の順番待ちや待機などの課題
を解消し、市⺠及び職員の負担軽減と正確かつ迅速な⾏政⼿続を図るため、「窓⼝DXSaaS」を導⼊し、「書か
ない・待たない・回らない」窓⼝の実現を⽬指す。まずは、窓⼝での⼿続の負担が⼤きい⼦育て世代への⽀援に着
⼿するとともに、基幹業務システムの統⼀・標準化の進捗にあわせた全庁的なスマート窓⼝の導⼊を推進する。

具体
サービス

「窓⼝DXSaaS」の導⼊により、市⺠、職員ともにインターネットで利⽤できる窓⼝案内「⼿続ナビゲーション機能」と、
タブレット端末などを活⽤して窓⼝での書類作成を効率化する「申請書作成機能」をサービス提供する。
〇⼿続ナビゲーション機能
・⼿続きに必要な持ち物等について、スマホ等で事前に確認することができる。
・同様に職員側のナビゲーション機能も搭載し、職員の経験によらずサービスの平準化がされる。
〇申請書作成機能
・市⺠が窓⼝でタブレット端末等に必要事項を⼊⼒することにより、申請ごとに何度も同じ情報（住所、⽒名な
ど）を書くことなく、負担を減らすことができる。
・標準化の進捗に合わせ基幹システムと連携させることにより、窓⼝で⼊⼒されたデータが⾃動で反映されるため、
職員の⼊⼒作業が軽減される。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①サービス適⽤窓⼝の対象業務数
②⼿続ナビゲーション機能の利⽤件数
③申請書作成機能の利⽤件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①⼿続ナビゲーション機能の利⽤者満⾜度
②申請書作成機能の利⽤者満⾜度



事業概要 【ICTを活⽤した糖尿病予防事業】

実施地域 愛知県豊橋市 事業費 4,834千円
実施主体 愛知県豊橋市 ⼈⼝ 370,923⼈

事業概要
本市は、糖尿病罹患者数（予備群を含む）の割合が全国平均・愛知県平均に⽐べて多い。特に本市は全国
有数の野菜⽣産地であるにも関わらず、市⺠の野菜摂取量が少ないことが課題である。本事業では、ICTならで
はの「データ」と「つながり」を活⽤し、市⺠⽣活の導線上のコミュニティ（⾃治会・職場・家庭）へ集団ベースの介
⼊を⾏い、⾏動変容に導かれる社会環境を整備する。

具体
サービス

【ICTでデータに基づく野菜摂取の環境づくり】
• スタートアップによる尿検査キットとアプリを使⽤した栄養

チェックサービスを特定地区の住⺠に提供
• 上記のデータを基に店舗（スーパー）と連携した⾜りな

い栄養素を補えるミールキット販売
• 野菜摂取量推定機器を店舗・施設に設置

【ICTで仲間と取り組む健康づくり】
• 市内企業従業員向けに⾎糖値をリアルタイムでモニタリン

グできるデバイスを提供
• 市内企業従業員向けに野菜摂取量向上についてグルー

プで取り組むアプリを提供
• 健康経営⽀援メニューをオンラインで提供
• ⼦ども向けにゲーム感覚で楽しめる⻭みがきアプリを提供

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①事業参加者数
②健康経営実践事業所数

【アウトカム指標（成果指標）】
①モデル地区住⺠のサービス満⾜度
②健康経営⽀援サービスの満⾜度
③⻭みがきアプリの満⾜度



事業概要 【市⺠・⾏政・事業者三⽅よしのサービスシステム構築・活⽤事業】

実施地域 愛知県豊橋市 事業費 4,641千円

実施主体 愛知県豊橋市/㈱⼤塚商会/あっとクリエーション㈱ 等 ⼈⼝ 370,923⼈

事業概要
市⺠・⾏政・事業者三⽅よしのサービスシステムを構築するため、プログラミングなど専⾨知識を要しないシステム開
発ツールであるノーコード・ローコードデジタル開発基盤を⽤いて、教育・環境分野におけるサービスシステムを構築し、
市⺠の利便性向上・業務の効率化・事業者負担軽減を図る。

具体
サービス

【のびるんdeスクール出⽋管理等の利便性向上】
・ 市内全⼩学校52校で実施している放課後⼦ど
も教室「のびるんdeスクール」の講座スケジュールを
講師からのメールまたは電⼦申請によりExcelファイ
ルにとりまとめる従来の⽅式から、デジタル上に効率
的にスケジューリングできるシステムを構築
・ 市⺠（保護者）・登録講師・⾏政・学校と統⼀
されたデジタル環境で出⽋情報を管理

【ごみステーション管理のデジタル化】
・ ごみステーションの地図情報や通報記録等をデジ
タル上で⼀元管理

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①「のびるんdeスクール」登録者数
②「のびるんdeスクール」登録講師数
③⽝猫死体処理における市⺠問合せ件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①「のびるんdeスクール」出⽋管理等システムサービスの
利⽤満⾜度
②ごみステーションの管理体制における満⾜度



事業概要 【電⼦⿊板の活⽤による社会に開かれた双⽅向オンライン授業の展開】

実施地域 岡崎市 事業費 168,652千円

実施主体 岡崎市教育委員会 ⼈⼝ 384,647⼈

事業概要
コロナ禍による教育環境の閉塞性を打破するとともに、地⽅都市としての本市の地域性を克服して、⽇本全国や
世界とつながり、児童⽣徒にとって多様で魅⼒的な教育機会を保障し、創⽣していく必要がある。
その「学びのインターフェース」となる電⼦⿊板を整備することで、⾼速⼤容量のSINET環境を⽣かし、世の中や
様々なコンテンツとつながり合う双⽅向型オンライン授業を常時可能なものとし、質の⾼い教育を実現する。

具体
サービス

「岡崎版GIGAスクール構想」での1⼈1台タブレット
環境を拡充し、教育DXによる授業改善や学び⽅改
⾰を推進するために、電⼦⿊板を⼩学校の普通教
室に整備する。電⼦⿊板は、ICT環境の中核に位
置付く機器で、教室と社会・世界とをつなぐ「学びのイ
ンターフェース」としての役割を果たす。
具体的な場⾯として、オンライン授業、海外交流授
業、デジタル教科書の利⽤、プログラミング学習などの
あらゆる授業で⽇常的な活⽤が期待できる。さらに、
書き込みやプレゼンテーション、データの保存等の電
⼦⿊板ならではの機能により、⽇々の授業の質を⾼
め、学び⽅改⾰を推進することができる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①電⼦⿊板を活⽤した授業の実施数
②学びの保障等で実施したオンライン授業の実施数

【アウトカム指標（成果指標）】
①⼩学6年⽣の全国学⼒・学習状況調査でのICT活⽤
頻度結果

②電⼦⿊板を活⽤した授業に対する児童⽣徒の満⾜度
③全市規模で実施するオンラインセミナーの満⾜度



事業概要 【地域活動コミュニケーションサービス実装事業】

実施地域 愛知県岡崎市 事業費 6,050千円

実施主体 愛知県岡崎市 ⼈⼝ 384,647⼈

事業概要
本市は、中核市にあって町内加⼊率が約９割と⾼い地域⼒を有する。これを⼟台に消防団活動も活発におこな
れているが、団員はそれぞれ⾃分の仕事をしながらで負荷が⾼い。そこで、消防団員同⼠の⽇程調整や簡単な打
ち合わせ、また市消防本部との事務⼿続きを簡便に⾏えるコミュニケーションサービスを実装することで、消防団員の
利便性向上を図る。また、将来的には同様の階層構造を有する町内会（556町内会）へも横展開を⽬指す。

具体
サービス

【消防団活動コミュニケーションサービス】
21消防団、107部、1,517⼈で構成される消防団
員のコミュニケーションサービス
• 連絡機能
市、団⻑、部⻑、団員相互の連絡機能

• ⽇程調整機能
カレンダー⽇程による調整機能

• 引継ぎ保存ファイル管理機能
代替わりの引継ぎで必要なファイルの保存機能

• 消防本部事務⼿続き機能
市消防本部と消防団との事務⼿続き機能
（団員と市の双⽅を効率化）

先⾏して消防団でサービス実装を⾏い、将来的に
PTA活動、町内会活動へと横展開を⽬指す。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
・コミュニケーションサービス登録の消防団数
・消防団から消防本部への⼿続きのサービス利⽤回
数

【アウトカム指標（成果指標）】
・消防団定員の充⾜率

団
⻑

部
⻑

団
員

連絡・報告
申請・提出

市
消
防
本
部集計

登録

• 21消防団、107部、
1,517⼈への⼀⻫連絡
•団内・部内・団員間の
連絡調整
•代替わり引継ぎ資料の
共有保存

消防団員を担う地域住⺠の負担を本事業により軽減
することで団員が安定的に確保され、有事の際には地
域被害を最⼩化することができ、地域住⺠がこれまで以
上に安⼼して暮らせる。



事業概要 【リアルタイム混雑情報提供サービス実装事業】

実施地域 愛知県岡崎市⼄川リバーフロントエリア 事業費 6,120千円

実施主体 愛知県岡崎市 ⼈⼝ 384,647⼈

事業概要
本市の中⼼市街地（⼄川リバーフロントエリア）では、これまで都市再⽣の取組みを進めてきた結果、まちを歩い
て楽しむ⼈の姿が多くなってきたが、その反⾯このエリアへアクセスする⾃動⾞で混雑が⽬⽴ってきた。そこで、当該エ
リアにおけるリアルタイムの混雑情報や駐⾞場満空情報、予約可能な駐⾞場情報を提供することにより、渋滞緩
和を図る。

具体
サービス

【サービス】
以下、３つを統合して情報発信することで、当該エリ
アへの⾃動⾞アクセス性能向上を図る。
① リアルタイム混雑情報（カメラデータ）

カメラデータからリアルタイム混雑状況を３段階
で判定して発信

② リアルタイム駐⾞場満空情報（⺠間データ）
⺠間サイトのリアルタイム駐⾞場満空情報を
API接続で取得して発信

③ 予約可能駐⾞場情報（⺠間データ）
⺠間サイトの予約可能駐⾞場情報をAPI接
続で取得して発信

④ エリア内イベント情報（公園使⽤許可データ）
整備した広⼤な公共空間にて公⺠で⾏う各
種イベント予定データを⼿動⼊⼒で発信

PC、タブレット、スマホからwebブラウザで閲覧・予約可能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
・当該webサイト閲覧件数
・公共駐⾞場予約件数

【アウトカム指標（成果指標）】
・当該webサイト満⾜度
・路線バス遅延回数

リアルタイム交通情報提供サービス

混雑 満空 予約 イベント

カメラセンサー
データ取得・分析

⺠間サイト
API連携

⺠間サイト
API連携

公園使⽤許可
データ⼊⼒



事業概要 【庁内コンビニ交付端末による証明書発⾏サービス拡充事業】

実施地域 愛知県⼀宮市 事業費 9,113千円

実施主体 愛知県⼀宮市 ⼈⼝ 380,437⼈

事業概要
市役所本庁舎内にコンビニ交付端末を１台設置し、各種証明書の申請に来庁した市⺠が窓⼝ではなく、端末
操作によって証明書を取得できるサービスを⾏う。また市⺠の負担を減らすため⼿数料を減額し、利便性をPRする
ことでコンビニ交付の利⽤を促す。これにより市役所窓⼝の混雑緩和とマイナンバーカードの普及促進を図る。

具体
サービス

コンビニ交付端末による証明書発⾏サービス

・住⺠票の写しをはじめ４種類の証明書を、端末操
作によって取得可能とする。
・申請書の⼿書き作成や、発⾏・受領までの順番待
ちなど、時間的負担を解消する。
・窓⼝⼿数料より200円減額し、⾦銭的負担を軽
減する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①庁舎内に設置した端末の交付枚数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①証明書発⾏サービスに関する市⺠満⾜度
②コンビニ交付サービス全体の利⽤率
③

マイナンバーカード



事業概要 【徴収事務改善事業】

実施地域 愛知県半⽥市 事業費 64,299千円

実施主体 愛知県半⽥市 ⼈⼝ 117,800⼈

事業概要
・公⾦徴収の主である公⾦振替依頼をWebで⾏うことを可能とすることによって、住⺠の利便性を向上する。
・公⾦徴収に係る連絡を、電⼦的（Eメールなど）で実施することによって、市⺠に伝わる情報発信を⾏う。
・市部局間の取り扱いルールを統⼀する（公⾦徴収の部署間での取り扱いの差をなくす）。

具体
サービス

【Web⼝座振替受付サービス（ヤマトシステム開
発）】
• 公⾦の⼝座振替をWeb上で実施

【学校徴収⾦管理システムの導⼊】
• 学校における徴収⾦の管理、電⼦化

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①Web⼝座振替申請割合
②市税等⼝座振替率（当初課税時）
③学校給⾷費及び学校徴収⾦における振替不能
件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①税の収納率
②半⽥市で⼦育てをしてよかった、⼦育てしたいと思う市
⺠の割合
③新導⼊システムの保護者満⾜度



事業概要 【スマート窓⼝事業】

実施地域 愛知県半⽥市 事業費 50,263千円

実施主体 愛知県半⽥市 ⼈⼝ 117,800⼈

事業概要
各種⾏政⼿続きにおいては、住⺠が庁舎に来庁して⼿続きを⾏う必要があり、また、何枚もの申請書に⼿書きで
記⼊する必要もあるため、⼿続きにおける住⺠の負担は⼤きい。本事業は、⾏政⼿続きの様々な場⾯における利
便性の向上や住⺠負担の軽減を⽬的として、申請書への⼿書きが不要となる「（らくらく窓⼝）申請書作成シス
テム」や、申請⼿続きのための来庁が不要となる「（どこでも窓⼝）オンライン申請サービス」を導⼊・運⽤する。

具体
サービス

スマート窓⼝事業として、以下の取組を⼀体的に
実施していく。

①（らくらく窓⼝）申請書作成システム
マイナンバーカードの読取や情報⼊⼒により申
請書への⼿書きが不要となるシステムを導⼊し、
来庁時の⾏政⼿続きにおける住⺠負担の軽
減を図る。

②（どこでも窓⼝）オンライン申請サービス
マイナンバーカード認証機能やキャッシュレス決
済機能をもつ電⼦申請サービスを導⼊し、来
庁せずに⼿続きを⾏える環境を整え、⾏政⼿
続きにおける住⺠負担の軽減を図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①申請書作成システムの対象の⼿続数
②オンライン申請サービスの対象の⼿続数

【アウトカム指標（成果指標）】
①⾏政⼿続きのための在庁時間の削減率
②窓⼝来庁者数の削減率

⼿書きせずに
申請書作成

申請書
事前作成
システム

（⾃宅等どこでも）

申請者
（住⺠）

（庁舎窓⼝にて）

・スマホ等で⼊⼒
・ＭＮＣ認証
・キャッシュレス決済

来庁せずに
⼿続き完了

オンライン
申請
サービス申請者

（住⺠）

【② どこでも窓⼝】---------------------------------------------------

【① らくらく窓⼝】----------------------------------------------------

・スマホや専⽤端末
で⼊⼒
・ＭＮＣ認証

スマート窓⼝事業
（⾏政⼿続きの利便性向上）

①らくらく窓⼝
（庁舎窓⼝での取組）
②どこでも窓⼝
（庁舎外での取組）



事業概要 【無線を活⽤した地域協働による⼦ども・⾼齢者の⾒守り】

実施地域 愛知県津島市 事業費 113,296千円

実施主体 津島市・⻄尾張シーエーティーヴィ㈱・㈱otta・協⼒団体企業 ⼈⼝ 60,671⼈

事業概要
安⼼・安全なまちづくりを推進するため、無線を活⽤した⾒守りサービスを導⼊して、「ご近所さんの⾒守り」「ボラン
ティアの⾒守り」を「デジタル化」する。BLEタグを⽤いて⼦ども・⾼齢者の位置情報を⾒守りスポットや⾒守り⼈のス
マホを通じて⼊⼿して保護者らに通知する。また、校⾨に⾒守りスポット及び防犯カメラを設置して、児童の登下校
を把握し、重⼤事案を未然に防ぐ。企業やボランティア団体などにアプリ導⼊等協⼒を呼びかけ防犯⼒強化を図る。

具体
サービス

【⼦ども・⾼齢者の⾒守り】
• 市内⼩学校１・２・３年⽣に⾒守りタグを配布
• 認知症⾼齢者のご家族を対象にサービスを案内

し、希望者に⾒守りタグを配布
• 通学路付近の協⼒者宅に設置された⼩型受信

器や⾒守り⼈アプリを⼊れた個⼈の端末がBLE
タグの電波を受信し、通過情報をBWA網等を
⽤いてシステムに送信。

• 保護者は有料アプリを通じてシステムから通過情
報を受け取る。

【校⾨に⾒守りスポット・防犯カメラを設置】
• 市内⼩学校の校⾨前に⾒守りスポット・防犯カメ

ラを設置して、児童の登下校を把握
• 防犯カメラ映像を集約する機器を設置
【BWAアンテナの設置】
• 市内全域をカバーするようアンテナを設置する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①⾒守り⼈アプリのダウンロード数
②児童のBLEタグの所持率
③有料アプリへの通過情報通知数

【アウトカム指標（成果指標）】
①⾒守りサービスの満⾜度
②⾒守りサービスが地域の防犯に寄与すると感じる市⺠の割合
③



事業概要 【保育所・認定こども園ICTシステム導⼊事業】

実施地域 愛知県刈⾕市 事業費 40,764千円

実施主体 愛知県刈⾕市 ⼈⼝ 152,443⼈

事業概要 公⽴保育所10か所及び公⽴認定こども園15か所へICTを活⽤した業務⽀援システムの導⼊し、保育⼠・幼児
園教諭が⼦どもと向き合う時間を増やすことで、⼦育て⽀援の質及び安全性の向上を図る。

具体
サービス

【公⽴保育園・幼児園ICTシステム導⼊】
・園舎Ｗｉ－Ｆｉ化（固定ＩＰ想定）
・各クラス１台以上タブレット端末配備
(計237台︓保育対策総合⽀援事業で調達)
・ＩＣＴシステム設定・活⽤
・保護者へのアプリ配布

○機能や効果
・保護者︓スマホアプリから⼦どもの様⼦を確認し
たり園に連絡できる →利便性、満⾜度の向上
・登降園情報をシステムで管理

→園児の安全性向上
・保育教諭同⼠が園舎内でタブレットを使って情
報共有ができる →⼦どもから⽬を離す時間が
減ることにより、⼦どもへの声掛けの頻度が増え、
⼦育て⽀援の質向上

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者のアプリ利⽤者数
②アプリを通じて発出する連絡数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者の満⾜度
②保護者への印刷物削減率

保育⼠

保護者
広報
連絡

アンケート

登降園管理
台帳管理

（園児、給⾷
費、請求
など）

システム

スマホアプリ

連絡
回答



事業概要 【図書館ＩＣＴ化事業】

実施地域 愛知県刈⾕市 事業費 18,938千円
実施主体 愛知県刈⾕市 ⼈⼝ 152,443⼈

事業概要
市⺠サービスの向上、視覚障害者等への読書環境の整備及び学校教育への活⽤を図るため、電⼦図書館を導
⼊するとともに、刈⾕市図書館の所有する古典籍をインターネットを介して閲覧できるシステムを構築し、古典籍を
広く知らしめる。

具体
サービス

①【村上⽂庫等の電⼦化】
検索・閲覧システムを開発。刈⾕市の所有する古
典籍のデジタル画像が、Webからの閲覧を可能とす
うことで、「南総⾥⾒⼋⽝伝」初版本など、学校教
育への資料提供もできる。
②【視覚障害者向け電⼦図書館の導⼊】
電⼦図書館へのアクセスを含め、アクセシビリティに
優れた電⼦図書館を導⼊し、視覚障害者に対し、
⾳声読み上げコンテンツを提供する。
③【電⼦図書館の導⼊】
電⼦図書館を導⼊し、市⺠に電⼦書籍を貸し出
すだけでなく、マルチコンテンツを購⼊するとともに、市
内児童⽣徒にID/PWを配布し、タブレットを介して
電⼦図書館を学校教育の教材として利⽤する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①村上⽂庫（電⼦）の閲覧件数
②視覚障害者向け電⼦図書館の登録者数
③電⼦図書の貸出冊数

【アウトカム指標（成果指標）】
❶村上⽂庫（電⼦）に関する満⾜度
❷視覚障害者向け電⼦図書館に関する満⾜度
❸電⼦図書に関する満⾜度

社会構造の変容 ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症

図書館ICT化

障害により、視覚による
表現の認識が困難な者の
読書環境の改善

読書バリアフリー

デジタルを基本とする社会制度の整備/パソコンやスマートフォンを日常使用する社会
⾼齢化による移動困難者の増加/外出や⼈が集まる場所の利⽤⾃粛

情報発信とPR
適正な維持管理
サービスの全国
展開

教育現場への活⽤
小中学校のタブレッ
トの活用
読書活動の推進

学校図書館に来館しなくても、
図書館資料に身近に触れら
れる機会の創出
２４時間サービスの提供

村上⽂庫等Web化電⼦図書館



事業概要 【コンビニ収納・スマホ決済導⼊事業】

実施地域 愛知県刈⾕市 事業費 17,148千円

実施主体 愛知県刈⾕市 ⼈⼝ 152,443⼈

事業概要
介護保険料の⽀払いにおいて、コンビニ収納及びスマホ決済を導⼊することで時間や場所を問わず納付することが
でき、被保険者の利便性の向上につながる。またセミセルフレジを導⼊することで、収納に係る事務の⼿間等が削
減され、業務の効率化につながる。

具体
サービス

【コンビニ収納・スマホ決済】
・コンビニ収納及びスマホ決済に対応するための介護
保険システムの改修

【セミセルフレジの導⼊】
・レジ導⼊（⾃動釣銭機付レジ）１台

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①コンビニ収納・スマホ決済の利⽤率
②収納にかかる窓⼝対応の削減時間
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①介護保険料（普通徴収）の収納率
②コンビニ収納・スマホ決済の利⽤者の満⾜度
③

24時間、場所を問
わず納付可能に

納付が
スムーズに

納付書

コンビニ スマホ決済 セルフレジ
（市役所）

⾦融機関

拡充



事業概要 【キャッシュレス決済導⼊事業】

実施地域 愛知県刈⾕市 事業費 14,524千円

実施主体 愛知県刈⾕市 ⼈⼝ 152,443⼈

事業概要 市役所並びに⽀所窓⼝における証明書⼿数料等の⽀払いにおいて来庁者の利便性の向上を図ることを⽬的に、
決済⼿段の選択の多様性と⾮接触による感染症対策として、キャッシュレス決済が可能となるよう整備する。

具体
サービス

【キャッシュレス・セミセルフレジの導⼊】
・キャッシュレス決済端末導⼊
・レジ更新（⾃動釣銭機付レジ）５台
(税務課１台、市⺠課３台、富⼠松⽀所１台)
・カウンター改修
・⼀般インターネット回線敷設

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①キャッシュレス決済の利⽤率
②レジ集計作業の削減時間
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①キャッシュレス決済導⼊により市役所窓⼝の利便性が
向上したと実感する⼈の割合
②市⺠意識調査による「効率的な⾏政運営」の実感
③

市役所

市⺠ 指定納付
受託者

交付

決済
⼿数
料⽀
払い

⼊⾦

事後払いまたは前払い

キャッシュレス決済サービス



事業概要 【公式LINE機能拡充事業】

実施地域 愛知県刈⾕市 事業費 4,637千円

実施主体 愛知県刈⾕市 ⼈⼝ 152,443⼈

事業概要
市⺠等の利便性向上を⽬的とし、⼦育て、防災、イベント等、暮らしに必要な情報を必要な⼈に届ける情報発
信ツールとして刈⾕市公式LINEを整備するとともに、オンライン予約並びにオンライン申請への⼊り⼝として機能を
拡充する。また、より多くの市⺠にお友だち登録してもらうための施策を⾏う。

具体
サービス

【KANAMETOの導⼊】
・初期設定等委託料
・LINEお友だち追加施策業務委託

【電⼦申請e-TUMOへの連携】
・LINE連携オプション システム改修費

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①刈⾕市公式LINE登録者数
②刈⾕市公式LINEリッチメニューのパターン変更数
③オンライン申請及びオンライン予約の活⽤件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①LINEによるオンライン予約率
②オンライン申請者の利⽤満⾜度
③

新LINEイメージ

・リッチメニューの充実
（市⺠にわかりやすい構成、季節や有事での切り替え対応）

・市⺠がスマホで⾏政⼿続き等を⾏うことができる仕組みづくり

ゴミ・環境
⼦育て、福祉
（公式HPやリアル動画配信等
Webサイトへのリンク）

広報
（セグメント配信）

クーポン配信

オンライン申請

オンライン予約



事業概要 【インフラDX推進事業】

実施地域 愛知県豊⽥市 事業費 22,200千円

実施主体 愛知県豊⽥市、株式会社パスコ ⼈⼝ 417,683⼈（R4.12.1）

事業概要
・「インフラ施設損傷等投稿システム」及び「舗装点検システム」の導⼊により、迅速かつ確実にインフラ施設（道
路や⽔路等）の損傷状況等を把握し、安全・安⼼なインフラメンテナンスを⾏う。
・インフラ情報を⼀元的に管理するデータベースを構築し、公開型GISとの連携によりオープンデータ化を⾏うことで、
市⺠や事業者へのサービスを向上させるとともに、職員の窓⼝対応時間の削減、事務の効率化を図る。

具体
サービス

サービス1
【インフラ施設損傷等投稿システム】
• KANAMETO（transcosmos online 

communications株式会社）

サービス2
【舗装点検システム】
• くるみえ（NEC_⽇本電気株式会社）
【インフラ管理データベース】
• PasCALシリーズ（株式会社パスコ）

サービス3
【公開型GISによるインフラ情報のオープンデータ化】
• わがまちガイド（株式会社パスコ）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①市⺠等からの投稿件数
②舗装点検システム活⽤による修繕件数
③公開型GISのアクセス件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①サービス利⽤者の満⾜度
②⽳ぼこ等の電話通報件数の削減
③窓⼝PC閲覧件数の削減

投稿
市⺠

市職員
道路
パト員

確認

インフラ施設
損傷等投稿システム

公開型GIS

修繕
業者

依頼・連絡

インフラ管理
データベース

連携

舗装点検
システム



事業概要 【⽔道DX】

実施地域 愛知県豊⽥市 事業費 8,979千円

実施主体 愛知県豊⽥市 ⼈⼝ 417,683⼈（R4.12.1）

事業概要
・⽔道管の埋設情報等を地図上で表⽰するウェブサイトを構築し、⽔道管埋設情報のWEB公開により【⾏かな
い・待たない窓⼝】を実現するもの
・豊⽥市指定給⽔装置⼯事事業者及び他事業者（中部電⼒、東邦ガス）（以下、「指定⼯事店等」とい
う。）が使⽤申請した後、ID、パスワードを発⾏することでシステムを利⽤可能とする。

具体
サービス

【WEB公開サービス(⽔道管路情報WEB閲覧
システム)】
・⽔道管の埋設情報をクラウド上で公開することで、
いつでも、どこでも情報を確認することができる。
・⽔道管の管網図だけでなく、配管詳細図⾯及び給
⽔台帳（以下、「詳細図等」という。）をダウンロード
することも可能となる。
・利⽤者にはID、パスワードを発⾏し、利⽤者を限
定したセキュリティ対策を講じる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①ログイン利⽤者数
②詳細図等ダウンロード数

【アウトカム指標（成果指標）】
①WEB公開サービスの満⾜度
②指定⼯事店専⽤窓⼝PCのログイン数

WEBサーバー

指定⼯事店等
ログイン後、該当箇所を検索、確認

リアルタイムでデータ受理

豊⽥市上下⽔道局

ID、PW
発⾏

利⽤
申請



事業概要 【市⺠サービス向上DX】

実施地域 愛知県豊⽥市 事業費 ６，０３０千円

実施主体 愛知県豊⽥市、⺠間企業 ⼈⼝ 417,683⼈（R4.12.1）

事業概要
○市⺠や事業者、各種活動団体からの申請などが未だに紙での申請や来庁を基本としていることから、ワザワザ、
市役所に来訪してもらうなど、不便さが顕在化している状況。

○これらの状況を踏まえて、LINEなどのアプリケーションを活⽤した、「⾏かなくてよい・書かなくてよい・待たなくてよい
窓⼝＝スマート窓⼝」を実現することを⽬指すものである。

具体
サービス

【スマホ市役所サービス】
• LINEを活⽤して、メッセージ配信(セグメント配

信等)、アンケート、予約、オンライン申請、報告
など⾏政と市⺠・事業者・活動団体等と双⽅向
で⾏う。

• これらの各コンテンツについては、職員⾃ら様式
作成等を⾏う。

【サポーター⼀⻫連絡システム】
• さくら連絡網（⼀⻫連絡ツール）を活⽤し、メッ

セージ配信、都合調査、アンケートを⾏う。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①公式LINE登録者数 ②公式LINE新規取組数
③サポーターの過半数（55⼈）以上が登録
または従事者のトータル作業時間が3/4に軽減

【アウトカム指標（成果指標）】
①公式LINE登録者の満⾜度
②新規制作物を1つ以上開発



事業概要 【保育施設申込結果等オンライン通知事業】

実施地域 安城市内 事業費 3,300千円

実施主体 安城市 ⼈⼝ 188,783⼈

事業概要
従来、保育施設の利⽤申込の結果やそれに付随する連絡事項、提出書類を全て書⾯で郵送していますが通知
までには多くの処理を要し、保護者の⼿元まで届くまでに時間がかかるほか、保育課においても発送に要する作業
量、紙の印刷数、発送費⽤等が⼤きな負担となっていました。これを解決するため通知をオンライン化することで保
護者は早期かつ容易に申込結果を知るとともに、保育課の事務負担・費⽤負担・資源消費の軽減につなげます。

具体
サービス

【オンライン通知サービス】
• 保育施設の利⽤申込の結果を保護者に通知
• 結果通知とともに郵送している⼊園にあたっての

案内や保育施設へ提出する様式類などをダウン
ロード可能にする

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンライン通知サービスの利⽤率

【アウトカム指標（成果指標）】
①オンライン通知サービスの満⾜度
②結果通知に要する職員の作業量
③結果通知が短縮された⽇数



事業概要 【窓⼝DX推進事業】

実施地域 愛知県安城市 事業費 39,984千円

実施主体 愛知県安城市 ⼈⼝ 188,783⼈

事業概要
本市は安城市DX推進計画に基づき、デジタル市役所の実現を⽬指しており、「⾏かない・書かない」窓⼝やAIを
活⽤した相談体制の充実を⽬的として、市⺠の利便性向上に資する取り組みを実施します。遠隔窓⼝の導⼊、
マイナンバーカードを活⽤したコンビニでの証明書発⾏の拡充による利⽤⼿段の多様化や、来庁時における申請書
等の記⼊負担の軽減及び迅速な相談対応などを可能にするシステムの導⼊を図ります。

具体
サービス

【総合窓⼝システム】
・マイナンバーカード利⽤で申請時の記⼊不要で書
かない窓⼝を実現するシステム

【遠隔（リモート）相談システム】
・遠隔地における相談業務を可能にするシステム

【AI相談パートナー】
・相談記録等の⾃動テキスト化や継ぎ⽬のないサ
ポートを可能にするシステム

【コンビニ交付システム（拡充）】
・マイナンバーカードを活⽤した税証明等のコンビニ交
付対応を可能にするシステム

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①総合窓⼝システム（書かない窓⼝）を利⽤した証明書発⾏数
②遠隔（リモート）窓⼝、AI相談利⽤者数

【アウトカム指標（成果指標）】
①窓⼝サービスの満⾜度
②窓⼝（証明書交付関連）の来庁者数の減少率



事業概要 【書かない窓⼝サービス事業】

実施地域 愛知県⻄尾市 事業費 7,819千円

実施主体 愛知県⻄尾市 ⼈⼝ 170,464⼈

事業概要

マイナンバーカードを活⽤した窓⼝業務の効率化を⽀援する「書かない窓⼝サービス」を導⼊することで、証明書
発⾏機能では、コンビニ交付サービスの仕組みを活⽤することができるようになり、コンビニ交付サービスに対応してい
る住⺠票の写し等は、申請書の記⼊や本⼈確認、基幹系システムにおける証明書作成処理が不要となります。
また、申請書作成機能では、マイナンバーカードや運転免許証の券⾯を読み込むことで、各種の申請⼿続き等
の、基本4情報を記載した申請書を印刷することができ、あわせて申請予定者情報を担当課へ事前に通知するこ
とで、申請者へのサービス向上と事務の効率化が図れます。

具体
サービス

本業務で導⼊するシステムは、来庁した市⺠の⾏
政⼿続きをデジタル化し、申請書を書かせない「書か
ない窓⼝」を実現します。

【TASKクラウド かんたん窓⼝システム】
 来庁した市⺠は、窓⼝でタブレット端末を利⽤し、

⼿続きの申請を実施できます。
 マイナンバーカード等の本⼈確認書類をOCR処

理等で読み込むことで、基本情報の⼊⼒を不要
とします。

 設問項⽬をあらかじめ設定することで、住⺠に必
要な⼿続きを⾃動で判定します。

 ⼊⼒した申請データは関連課で活⽤できます。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①「書かない窓⼝サービス」での対応件数
②「書かない窓⼝サービス」以外での対応件数
③「書かない窓⼝サービス」での申請書作成件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①窓⼝対応の削減時間
②申請者の申請書記⼊の⼿間の削減時間
③「書かない窓⼝サービス」とマイナンバーカードを活⽤した
証明書発⾏件数



事業概要 【GISを活⽤した⾏政サービスのDX化事業】

実施地域 愛知県⻄尾市 事業費 9,636千円

実施主体 愛知県⻄尾市 ⼈⼝ 170,464⼈

事業概要

現状、道路や公園の損壊の場合は電話による通報だが、市⺠に広く普及しているLINEから画像を投稿するだけで⼿軽に通報できる
システムを構築する。通報内容は庁内型GISに⾃動反映させ、迅速な対応を可能とし、市⺠の安全確保に寄与する。また、事業者
は、建築確認許可申請を⾏う場合、事前調査のため各課を直接訪問する必要があり、膨⼤な時間を要している。事前調査に必要
な情報を庁内型GISの１つのレイヤーにまとめて共有し、事業者が各課へ訪問する必要をなくし、事業者の負担を⼤幅に軽減する。

具体
サービス

①LINEを利⽤した通報機能の構築
• ⻄尾市LINE公式アカウントを活⽤して、道路・公園等の

インフラ損壊情報を、市⺠が⼿軽に投稿できるシステムを
構築する。

• 通報内容は庁内型GISに⾃動的に反映することで職員
は素早い対応が可能となり、事故を未然に防⽌すること
ができ、市⺠の安全確保に寄与する。

②事業者向け建築確認事前調査の窓⼝ワンストップサービス
• 事業者が複数窓⼝に訪問する必要がないように、庁内

型GISの機能追加・改良を実施し、運⽤フローの⾒直し
による許可までの時間短縮により、事業者の待ち時間を
短縮する。

• 各課窓⼝での迅速な確認のため、必要な情報を庁内型
GISに集約して確認作業の効率化を図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①市⺠からのLINE通報件数
②市⺠からの電話による通報件数
③事業者のワンストップサービス利⽤者数

【アウトカム指標（成果指標）】
①LINEからの通報により対応した件数
②通報機能搭載後のLINE公式アカウントの友だち者数
③事前調査確認から証書発⾏までの⽇数

As Is To Be
LINEから通報
された内容は
庁内GISに⾃
動的に登録さ
れるので早急
に対応可能

電話や直接来庁して
損壊箇所を連絡

As Is To Be
事業者は事前
調査表を各課
窓⼝に持ち回
って、確認依
頼する

確認作業の効率
化により、事業者
の待ち時間短縮

各課訪問せ
ずに⼀つの
窓⼝で対応



事業概要 【社会資源の⾒える化事業といげたネット（電⼦＠連絡帳）の連携による
データベース⼀元化事業】

実施地域 愛知県⻄尾市 事業費 3,300千円

実施主体 愛知県⻄尾市役所⻑寿課 在宅医療介護連携⽀援センター ⼈⼝ 170,464⼈

事業概要
在宅医療介護連携システム（電⼦＠連絡帳）と社会資源データベースを連動させ、市⺠や医療介護関係者へ
公開する専⽤サイトの構築・運営を⾏う。
⾏政職員、⽣活⽀援コーディネーター、社協職員が社会資源情報を登録することにより、専⾨職が⽀援に必要な
社会資源情報を得ることができ、相談者に提供することが可能となります。

具体
サービス

電⼦＠連絡帳サービスに社会資源データを連動させ、
市全域の社会資源と専⾨職を繋げる。

【地域の医療・介護・福祉に携わる専⾨職の情報共
有を可能するクラウドサービス】（電⼦＠連絡帳）
・元気な⾼齢者に通いの場の情報を提供する
・患者・利⽤者の⽀援内容を共有する
・多職種の専⾨職による横の繋がりを強化する
・愛知県内の⾃治体、専⾨職と繋がる
【地域資源の⾒える化】（地域資源連携オプション）
・在宅医療介護連携システムに「社会資源」を連動
させる。
・⽣活⽀援コーディネーターはもちろん、認知症カフェ
や通いの場の主催者が活動の様⼦を⾃ら投稿する
ことで旬な情報を市⺠に届ける。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オープンサイトのアクセス数
②インフォーマル資源の登録件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①介護・医療関係者へのアンケート（満⾜度調査）
②通いの場参加者へのアンケート（満⾜度調査）

（既存）
「電子@連絡帳」

（本事業）
「地域資源連携」

医療・介護専⾨職

社協・⽣活⽀援
コーディネーターなど

通
院
・
利
⽤

参
加
・
利
⽤

⽀援

情
報
発
信

情報共有
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療
・
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護
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援
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情
報

共
有

将来に向けたフレイル予防など

情報の発掘

参加の促し

⽀
援
情
報

共
有

在宅医療介護連携システ
ムに「社会資源」を連動

いげたネット

医療・介護
施設など

社会資源

「通いの場・認知症
カフェなど」

⻄尾市の⾼齢者・
在宅療養者⻄尾市⺠



事業概要 【河川防災情報整備事業】

実施地域 愛知県⻄尾市 事業費 18,000千円

実施主体 愛知県⻄尾市 ⼈⼝ 170,464⼈

事業概要
デジタル(DX)技術を活⽤した河川監視システムの構築により、以下の課題を解決し市⺠の安全安⼼を図る。
・河川の危険⽔位情報をLINEで通知し、⽔害発⽣時の市⺠の迅速な初動対応に繋げ被害を軽減する。
・河川の状況を⼀元管理し市⺠へ提供することにより、必要な情報を的確に取得できる環境を整備する。
・今まで職員が巡回確認していた河川の状況をカメラや⽔位計を使⽤することで、危険リスクや費⽤を低減する。

具体
サービス

■デジタル(DX)技術を活⽤した河川監視システム
◎浸⽔検知センサによるLINE通知
・センサが浸⽔を検知した場合LINEで通知
・通知画⾯から河川防災情報システムへリンク
◎河川防災情報システム（カメラ・⽔位計）
【河川監視クラウドシステム(管理クラウド)】
・情報収集・閲覧機能
・危険⽔位・避難⽔位の把握
・地点ごとの詳細表⽰・過去画像表⽰
・プライバシーマスク・デジタルズーム設定
【市⺠公開クラウドシステム】
・市内の国・県カメラ、⽔位データの確認
・情報閲覧機能(市⺠公開向け)

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①危険⽔位等通知サービス登録者数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①LINE公式アカウント登録者数
②
③

メール配信

危険⽔位等をLINEで通知

通知画⾯のURLをクリック



事業概要 【ポイントプラットフォーム導入による市民活動促進事業】

実施地域 愛知県蒲郡市 事業費 59,860千円

実施主体 愛知県蒲郡市 ⼈⼝ 78,720⼈

事業概要
第五次蒲郡市総合計画の「まちづくり戦略」に⽰す、①快適な⽣活環境の充実、②⽣涯活躍できる地域社会づくり、③⼈を引き
寄せる持続可能な地域づくりの実現に向け、市が⾏うサービスやイベントの認知・参加促進、市⺠協動、ボランティア活動の参加促進
と継続に繋げる⽬的として、汎⽤的なポイントPFアプリを導⼊し、⾝近な健康・環境⾏動やイベント等に参加して頂く対価としてポイン
トを付与することで市⺠の⾏動変容促進を⽬指す。

具体
サービス

【 「アスリブ」クラウド/NTTデータ関⻄】

・⾃治体が住⺠のソーシャルグッドな⾏動にポイント付与を
する事業を実施する際に必要な機能やサービスを提供

<特徴>
①健康・環境⾏動等に対してポイントを付与
②本⼈確認ツールとしてマイナンバーカードの公的個⼈認証
サービスを活⽤
③コラム等の発信やアンケート機能を通じた市⺠とのコミュニ
ケーションツール

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①蒲郡市事業参加者数
②ポイント付与額
③ポイント付与回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①本事業による提供サービスの満⾜度
②マインナンバーカード利活⽤事業の創出

「アスリブ」クラウドサービス イメージ画像



事業概要 【データを活⽤したスマートまちづくり】

実施地域 愛知県蒲郡市 事業費 5,478千円

実施主体 愛知県蒲郡市 ⼈⼝ 78,720⼈

事業概要
データ利活⽤プラットフォームの導⼊により⾏政データの可視化を⾏う。オープンデータの拡充及び利⽤促進・普及
活動を⾏い、⾏政の透明性を確保するとともにまちづくりの担い⼿増加を⽬指す。また、EBPMの推進により公正
公平かつ効果的な政策⽴案を⾏い住⺠サービスを向上させる。

具体
サービス

【データ利活⽤プラットフォーム】
・ノーコードでデータ分析画⾯を作成
・住⺠情報等を統計化しオープンデータ化
・データの可視化（グラフ⽣成）
・データの地図上へのマッピング
・複数データとの連携

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①公開データセット数
②公開データのダウンロード数

【アウトカム指標（成果指標）】
①オープンデータを⽤いた連携事業数
②BIツールを⽤いた政策⽴案数
③市政の情報提供に対する市⺠の満⾜度

データ利活⽤
プラットフォーム

データ

データ データ

⾏政 市⺠団体・企業等

データ公開・追加

推奨
データ
セット

データ

オープンデータサイト（既存）



事業概要 【⾏政⼿続オンライン化の推進による住⺠サービスの向上】

実施地域 愛知県蒲郡市 事業費 1,575千円

実施主体 愛知県蒲郡市 ⼈⼝ 78,720⼈

事業概要 オンライン申請ツールの機能拡張を⾏い、マイナンバーカードを⽤いた本⼈確認（電⼦認証）や申請者と⾃治体
双⽅向のコミュニケーションを実現し、デジタルで完結する⾏政⼿続を拡充し住⺠サービスの⼀層の向上を図る。

具体
サービス

【LoGoフォーム】（株式会社トラストバンク）
〇ノーコードで⾃治体職員⾃らが簡単に申請フォー
ムを作成できる電⼦申請システム
〇申込予約、アンケートなどのフォームを作成・集計
し、⼀元管理できる⾃治体専⽤の「ノーコード電⼦
申請システム」
〇当市では令和４年度から導⼊済みであり、活⽤
を進めている。

【機能拡張部分】
〇マイナンバーカードを活⽤した公的個⼈認証機能
〇申請者と⾃治体双⽅向のコミュニケーションを実現
する「デジタル窓⼝」
〇ぴったりサービスとの連携機能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①拡張機能を利⽤した⼿続数
②①該当⼿続における回答数

【アウトカム指標（成果指標）】
①閉庁時間内での申請件数
②申請者が削減できた時間



事業概要 【図書館ICT化事業】

実施地域 愛知県⽝⼭市 事業費 5,674千円

実施主体 愛知県⽝⼭市 ⼈⼝ 73,268⼈

事業概要
⽝⼭市⽴図書館において、受付カウンターの混雑解消や学習室等の利便性の向上を⽬的に、図書の⾃動貸
出・返却機の導⼊、学習室等の座席予約システムを導⼊することで、貸出や返却のセルフ化による待ち時間の短
縮、学習室等の予約から利⽤までの⼿続きが簡素化され、図書館の利便性の向上及び利⽤者の満⾜度の向上
を図る。

具体
サービス

【貸出・返却セルフサービス】
カウンターの混雑解消のため、全ての図書に貼付され
ているICタグに反応し、貸出・返却がセルフでできる
機器を導⼊する。
・⾃動貸出・返却機の導⼊

【座席オンライン予約サービス】
学習室及び視聴覚コーナーの予約から利⽤までを
セルフ化するためのシステムを導⼊する。
・座席予約システムの導⼊

【視聴覚コーナーセルフサービス】
・映像資料等のセルフ再⽣機器の導⼊
・視聴覚コーナーの改修

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①座席予約システムへの総アクセス数
②⾃動貸出機を利⽤した⼈数
③視聴覚資料の館内資料点数

【アウトカム指標（成果指標）】
①学習室の利⽤における満⾜度
②図書の貸出に関する利⽤者の満⾜度
③視聴覚コーナーの利⽤における満⾜度

読み取り台

視聴覚コーナー

オンライン予約

貸出・返却セルフ化



事業概要 【利⽤者対応予約システム導⼊事業】

実施地域 愛知県⽝⼭市 事業費 880千円

実施主体 愛知県⽝⼭市 ⼈⼝ 72,733⼈

事業概要
⽝⼭市では、市⺠の利便性向上に向けた取り組みが⾏われている。その中で、市⺠向けに窓⼝対応や市⺠相談、
イベント等の予約ができるシステムを導⼊することで、事前に予約をすれば、来庁時に待たずに窓⼝での⼿続き等
ができ、庁内の混雑回避につながる。また、これまで電話や窓⼝のみで予約を受け付けていた業務も、開庁時間
外に市⺠が予約をすることができ、利便性が向上する。

具体
サービス

【利⽤者対応予約システム】
窓⼝対応や市⺠相談、イベントに参加する市⺠に
対し、待ち時間なく利⽤してもらうために、利⽤者対
応予約システムを導⼊する。
• 市⺠が役所に⾏く前に、パソコンやスマートフォン

からオンラインで予約できるサービスの提供
• 職員は直感的な操作で予約の設定及び予約

状況の確認が可能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①予約システムの利⽤数

【アウトカム指標（成果指標）】
①予約システム利⽤者の満⾜度

1.スマートフォン等から事前に予約

2.システム上で予約完了

3.予約⽇時に来庁し、待ち時間なく
利⽤可能



事業概要 【セントレア常滑マイクロMaaS(仮称)による観光客・住⺠の周遊性向上】

実施地域 愛知県常滑市 事業費 29,729千円

実施主体 セントレア常滑マイクロMaaSコンソーシアム(仮称) ⼈⼝ 58,452⼈（R4年12⽉末）

事業概要
中部国際空港島・周辺地域（以下「空港島・周辺地域」）および常滑市街地（以下「市街地側」）において、
航空、鉄道・バス・コミュニティバス、シェアサイクルなどの異なる交通モードをMaaSで繋ぎ、乗換検索やクーポン配
信などにより観光や⽣活における周遊性を⾼める。将来的には県が独⾃で実装を⽬指している⾃動運転も組み
込むことを想定している。

具体
サービス

【セントレア常滑マイクロMaaS(仮称)概要】
1. 鉄道事業者が提供するMaaSアプリの当該地

域向けローカル版を作る。
2. 鉄道・バス・コミュニティバス、シェアサイクルなどを

⼀気通貫で検索できるようにし、近隣商業事業
者のクーポンも配信する。

3. 鉄道事業者提供のMaaSアプリ、県が独⾃に
構築するMaaSアプリとの連携も図る。

4. ⾏動理解エンジンにより、過去に当該地域を訪
問したことがある観光客のビックデータを分析する
ことにより、その特徴点を抽出し、同様の特徴点
を持つ東海地⽅の⼈に来訪を呼びかける。

5. 県が独⾃で実装を⽬指している⾃動運転バス
を将来的にMaaSに組み込むことも想定する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①MaaSアプリへのアクセス数
②MaaSアプリに登載される市内施設数
③MaaSアプリにクーポンを掲載する店舗・施設数

【アウトカム指標（成果指標）】
①市街地側主要観光地(やきもの散歩道)⼊込客数
②コミュニティバスの利⽤者数
③MaaSで⽣活利便性が向上したと考える⼈の割合



実施地域 愛知県江南市内 事業費 352千円

実施主体 愛知県江南市 ⼈⼝ 99,039⼈

事業概要
⾷品関連事業者（協⼒店）と市⺠等（消費者）を、「⾷品ロスの削減」をメインテーマとしてマッチングさせるサー
ビスで、専⽤サイト（タベスケ）を通して、廃棄直前の⾷品を安く売買することで、各主体が⾷品ロスの削減に貢
献できるようになる。

具体
サービス

【フードシェアリングサービス（タベスケ）】
３主体（①協⼒店・②市⺠等・③⾃治体）がタベ
スケという専⽤サイトにそれぞれアクセスして、
①協⼒店は廃棄になりそうな⾷品を安く出品する。
②市⺠等は購⼊予約を⾏い、その後、実際に店舗
に出向いて⾷品を安く購⼊する。
③⾃治体は新規店舗の登録などのサイトの管理等
を⾏う。
※①、②のサービス登録料、使⽤料は無料。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①協⼒店登録数
②⾷品ロス削減量
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①事業系可燃ごみの排出削減量
②サービス満⾜度（協⼒店）
③

事業概要 【こうなんタベマルシェ（フードシェアリングサービス タベスケ）】



事業概要 【認定調査業務のデジタル化】

実施地域 愛知県⼩牧市 事業費 7,912千円

実施主体 愛知県⼩牧市 ⼈⼝ 150, 581⼈

事業概要
現在、本市では、要介護認定申請から要介護認定の審査結果を出すまでに時間を要しているため、認定申請か
ら介護サービスの提供までに時間が掛かっている。審査の結果に時間を要している要因としては、認定調査票作成
にかかる作業時間や現状１⽇に訪問調査を⾏う回数が２回が限度となっている等の課題がある。認定調査業務
をデジタル化することで、課題を解決し、審査結果を出すまでの期間を短縮し、迅速な介護サービスの提供を図る。

具体
サービス

【サービスの提供】
認定調査業務のデジタル化を図ることで、要介護認
定申請から介護認定結果がでるまでの期間を短縮
し、迅速に介護サービスを提供することで市⺠サービ
スの向上に繋げる。
【具体的な⽅法】
・調査票作成⽀援システムが搭載されたタブレットを
導⼊し、訪問調査時に活⽤する。
・調査票作成⽀援システムの活⽤により調査票作成
の作業時間を短縮。
・タブレット等で調査票の作成が可能となりどこでも調
査票の作成が⾏えるため、直⾏直帰の運⽤が可能
となる。これまで市役所と訪問場所間で要していた移
動時間を削減し、１⽇に⾏える調査の件数を増加
する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①要介護認定申請から介護認定の審査結果がで
るまでの期間（平均）

【アウトカム指標（成果指標）】
①地域住⺠（要介護者等）の満⾜度

テンプレートを引用して特記事
項の作成が可能。
作業時間の削減につながる。

調査員⽀援システム



事業概要 【⾏政⼿続きにおけるオンライン化推進事業】

実施地域 愛知県稲沢市 事業費 1,136千円

実施主体 愛知県稲沢市、株式会社トラストバンク等 ⼈⼝ 134,394⼈(R4.12.1現在)

事業概要

⾏政⼿続きのために仕事や余暇の時間を削って市役所の窓⼝に訪れたり、⼿書きで申請書を作成する煩わしさ
を感じている住⺠や事業者に対して、24時間365⽇申請者のライフスタイルに合わせて場所を選ばず⾃由な時間
にPCやスマートフォンからオンラインで電⼦申請することができる仕組みを提供し、多くの⼿続きのデジタル完結を推
進する。

具体
サービス

【電⼦申請システム】
ノーコード電⼦申請システム「LoGoフォーム」
株式会社トラストバンク社が「LGWAN-ASPサービ
ス」として提供している。職員が、電⼦申請や申込
予約、アンケートなどのフォームを作成・集計し、⼀
元管理できる⾃治体専⽤の「ノーコード電⼦申請
システム」。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①電⼦申請対応⼿続き数
②⾏政⼿続きにおける電⼦申請利⽤割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①利⽤満⾜度調査



事業概要 【遠隔相談システムの導⼊】

実施地域 愛知県稲沢市 事業費 2,358千円

実施主体 愛知県稲沢市、沖電気⼯業株式会社等 ⼈⼝ 134,394⼈(R4.12.1現在)

事業概要
本庁以外の職員が専⾨的な内容に対する回答など、本庁職員でなければ対応が困難な事例については、本庁
への電話での聞き取り、または相談者が直接本庁に来庁しなければならないなど、市⺠への利便性向上が求めら
れている。課題解決のため、出先機関に遠隔相談窓⼝を設置し、離れた場所からでも専⾨的な相談ができるシス
テムを構築することで市⺠サービスの拡⼤に資することができる。

具体
サービス

【遠隔相談システム】
⾃治体向け遠隔相談システム「相談上⼿」
沖電気⼯業株式会社が提供している⾃治体閉域
網を利⽤した遠隔相談システム。
住⺠は、本庁に来庁することなく最寄りの出先機
関で相談や⼿続きを⾏うことが可能となる。また、出
先機関で住⺠は⼤型画⾯のテレビ電話を介して本
庁職員と相談を⾏うことで、職員と住⺠の直接対⾯
がなくなり、その双⽅を新型コロナウイルス感染症から
守ることが可能となる。
従来のWeb会議システムやその流通品とは⼤きく
異なり、機器の操作に不慣れな地域住⺠でも簡単
に相談や⼿続きができるように設計されており「⼈にや
さしい相談」の環境を提供している。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①遠隔相談利⽤件数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①遠隔相談利⽤者満⾜度調査
②
③



事業概要 【⼦ども・⼦育てＩＣＴ推進事業】

実施地域 愛知県東海市 事業費 1,313千円

実施主体 東海市、システム事業者、まち・ひと・しごと創⽣推進委員会 ⼈⼝ 113,777⼈(R4.12.1時点)

事業概要
本市は、令和４年３⽉に東海市ＤＸ推進基本⽅針を定め、市⺠中⼼のサービス向上と業務⾒直しによるス
マートな⾏政運営の実現を掲げている。現在、市内公⽴保育園や⼩・中学校において⽋席連絡を始めとした家
庭との連絡事項を電話や紙資料としてやり取りしており、保護者及び保育⼠・教員の負担が増⼤していることから、
デジタル技術を活⽤したシステムを導⼊し、保護者の利便性向上及び職員の負担軽減を推進するもの。

具体
サービス

※市内公⽴保育園では、wi-fi等の環境整備を⾏
うとともに当該業務システムを導⼊し、園児管理、⽋
席連絡、登園管理、保護者との連絡をシステム上で
⾏う。（公⽴保育園は、厚⽣労働省所管の保育対
策総合⽀援事業費補助⾦を活⽤して実施予
定。）
※⼩中学校では、⽋席・遅刻連絡やお便りのデジタ
ル配信をシステム上で⾏う。

【⼩中学校⽋席連絡システム】
• ⽋席・遅刻連絡
• 保護者連絡のデジタル配信
• 保護者アンケート など

＜小中学校欠席連絡システム＞

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①⼩中学校⽋席連絡システムアプリのダウンロード累
計数
②⼩中学校⽋席連絡システムを活⽤した情報配信
数

【アウトカム指標（成果指標）】
①⼩中学校⽋席連絡システムの保護者満⾜度

学校と保護者間の連絡手段をデジタル推進により情報共有迅速化、負担の軽減

学校の課題

・教員の負担軽
減などによる働き
方改革

家庭の課題

・欠席等の電話
や書面連絡による
家庭の負担軽減

連絡手段の一元化による
課題解決

学校

家庭

連
絡
連
携



事業概要 【会話表⽰システム活⽤事業】

実施地域 愛知県東海市 事業費 4,192千円

実施主体 東海市、システム事業者、まち・ひと・しごと創⽣推進委員会 ⼈⼝ 113,777⼈(R4.12.1時点)

事業概要
本市は、令和４年３⽉に東海市ＤＸ推進基本⽅針を定め、市⺠中⼼のサービス向上と業務⾒直しによるス
マートな⾏政運営の実現を掲げている。外国⼈住⺠や聴覚障害者などが市役所における⼿続き等コミュニケーショ
ンに困難が⽣じていることから、円滑なコミュニケーションを⾏うための環境整備を⾏い、誰⼀⼈取り残さない社会の
実現を⽬指すＳＤＧｓや地⽅創⽣の推進を図るもの

具体
サービス

※市役所に来庁された⽇本語を話すことが難しい外
国⼈や聴覚に障害を抱えている⽅に対し、会話内
容を⽂字化し専⽤ディスプレイに表⽰するとともに、
外国⼈の場合は外国語翻訳機能により外国語の⾳
声化も実現する。

【会話表⽰システム】
• ⾳声での説明内容のディスプレイへ⽂字化
• ⽂字化した内容を⾳声化（⽇本語及び外国

語）
• ⼿話が必要な市⺠はテレビ電話を活⽤した⼿話

通訳 など

＜会話表示システム＞

住民票の登録、確定申告など行政手続きや小中学校での保護
者面談での職員及び市民の負担軽減

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）
①会話表⽰システム利⽤件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①会話表⽰システムの利⽤者満⾜度

市役所等来庁
会話表示システム

外国人

聴覚障害者

手話対応
コミュニケーショ

ンの強化

行政手続
等完了



事業概要 【公開型GIS導⼊事業】

実施地域 愛知県⼤府市地区内 事業費 3,150千円

実施主体 愛知県⼤府市 ⼈⼝ 92,885⼈

事業概要
官⺠データ活⽤推進基本法の施⾏により、公共データの公開及び活⽤に取り組むことも求められている。統合型
GISシステムの再構築に合わせて、公開型GISを導⼊することにより、市⺠や市内事業者の利便性の向上を図る
もの。また、副次的な効果として、窓⼝対応に係る⼈件費の削減も期待するもの。

具体
サービス

【下⽔道管路データの公開】
下⽔管の埋設状況の公開

【都市計画基本図の公開】
都市計画基本図情報公開

【都市計画決定情報の公開】
⽤途地域情報の公開

【その他の情報公開】
学区情報
屋外広告規制エリア情報
路線価図情報、等

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①公開型GIS閲覧者数
②公開データ数

【アウトカム指標（成果指標）】
①利⽤者へのアンケート調査
②窓⼝での台帳閲覧件数



事業概要 【ドローン導⼊事業】

実施地域 愛知県⼤府市地区内 事業費 6,545千円

実施主体 愛知県⼤府市 ⼈⼝ 92,885⼈

事業概要
⼤府市は、災害発⽣時等における情報収集機能の拡充を図るとともに、従来、⽬視での確認が困難であった事
例の情報収集能⼒の向上を図り、市⺠のトータル被害の軽減を図るため、無⼈航空機（ドローン）の導⼊をし、
活⽤する仕組を構築するとともに、全庁的にドローンの利⽤を促進していく。
また、必要な資格取得も組み込んだ仕組を構築することにより、継続的な運⽤が可能となる。

具体
サービス

■災害現場での活⽤
●俯瞰的な視点による現場の状況確認
※⽕災現場などで状況を正確に把握することは、
迅速な⼈命救助に繋がる。

■その他の活⽤
●遊休農地の現状確認
●橋梁の点検等での活⽤
●シティプロモーションでの活⽤

■⼈材育成
●ドローンの資格取得⽀援

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①災害時等における使⽤回数
②資格取得⼈数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①消防・救急体制の充実に満⾜している市⺠の割合
②
③

イメージ図等
（レイアウト任意）



事業概要 【バイオリンの⾥ デジタルミュージアム】

実施地域 愛知県⼤府市地区内 事業費 18,965千円

実施主体 愛知県⼤府市 ⼈⼝ 92,885⼈

事業概要

⼤府市は、⽇本のバイオリン王・鈴⽊政吉が国産バイオリンの量産・普及を⽬指し、⾳⾊の研究に没頭したまちで、
バイオリンに関連した歴史的・⽂化的資料を多く保有している。また、バイオリンに関連する事業を様々に実施し、
バイオリンの⾥を⽬指している。
歴史⺠俗資料館ではデジタル技術の活⽤により、以下に取り組む。①館外での鑑賞やこれまでにない体験を提供
し、新たな来館者を呼び込む。②歴史的資料の毀損や劣化リスクを低減する。

具体
サービス

１．バイオリン関連資料のデジタルアーカイブ化
●初期の鈴⽊製バイオリン（1888年鈴⽊政吉製）
●タケカワユキヒデ⽒所蔵バイオリン

（1960年頃鈴⽊梅雄製）
●世界的著名奏者のファーストバイオリン
●アインシュタインの⼿紙、写真、地図、⾳源、その他
●バイオリンの⾥デジタルマップ（デジタルサイネージ）

２．戦前のバイオリン⼯房、済韻研究所のメタバース化による
地域振興・⽂化振興
●ジブリパーク来場者やジブリファンをメタバースに呼び込む

３．イベントの開催
●メタバース内でのマイ・バイオリン製作イベント等を企画
●デジタル紙芝居の上映

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①イベント開催回数
②メタバース訪問者数

【アウトカム指標（成果指標）】
①歴史⺠俗資料館年間⼊館者数
②地域に誇りを感じる住⺠の割合



事業概要 【不登校児童⽣徒への⽀援】

実施地域 愛知県⼤府市地区内 事業費 16,414千円

実施主体 愛知県⼤府市 ⼈⼝ 92,885⼈

事業概要 全国的な不登校児童⽣徒の増加を受けて、不登校児童⽣徒に対して、より確かな学びの機会を提供し、
社会的⾃⽴を⽬指すための⽀援を⾏うため、デジタル社会の形成に寄与するメタバース事業を実施する。

具体
サービス

■取組①︓オンラインによる相談⽀援
●不登校児童⽣徒が抱える様々な悩みごとを相談するカウ
ンセリングについて、従来の対⾯型のスクールカウンセリングに
加えて、オンライン会議システムやメタバースを活⽤し、⾮対⾯
型のカウンセリングを⾏う。

■取組②︓交流空間の創出
●メタバース空間に交流スペースを設置し、児童⽣徒が興
味を持てるような体験教室、セミナー等のイベントを開催し、
学校に 登校できない児童⽣徒の交流の場を創出することで、
学校に限らない新たな居場所づくりを進める。

■取組③︓⼈材育成講座
●デジタル⼈材育成
・アバター作成を通じ、デジタル⼈材を育成

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①メタバース上での交流⾏事の参加者数
②⼈材育成講座参加者数
③メタバース上での教育相談件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①不登校児童⽣徒の出現率



事業概要 【市ホームページリニューアル後のLINEセグメント配信事業】

実施地域 国内 事業費 968千円

実施主体 愛知県尾張旭市 ⼈⼝ 84,034⼈

事業概要

広報誌・ホームページ・ＳＮＳなど情報発信媒体の連携を図り、分かりやすく伝わる情報発信を進めるに当たり、
年齢を問わず幅広く利⽤されている「LINE」のセグメント配信により、欲しい⼈に欲しい情報を届けるプッシュ通知
で、ニーズに応じた情報発信を⾏う。
令和4年度の「市ホームページリニューアル事業」で新たに設けた「オンライン⼿続きポータルサイト」への誘導をリッチ
メニューで作成し、オンラインでの⼿続きへの誘導を図る。

具体
サービス

【LINEセグメント配信】
• 登録時に欲しい情報の区分を登録することで、

対象となる情報のみをLINEで受け取ることがで
きる

【LINEリッチメニュー作成】
• ホームページに開設した「オンライン⼿続きポータ

ルサイト」への連携を強化する

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①尾張旭市公式LINE友達登録数
②LINE情報発信件数（⽉平均）

【アウトカム指標（成果指標）】
①ＳＮＳで⾏政情報を⼊⼿する市⺠の割合
②情報通信技術を利⽤した情報サービスに対する市⺠の
満⾜度

誘導

連携

R6.5 リニューアル予定 R5.3 リニューアル

認知獲得を
⽬的とし、
詳細な情報
はホームペ
ージに誘導

オンライン
上の市役所
の位置付け
をし、情報
発信⼒を強
化

広報誌

ＳＮＳ

ホームページ

LINEからセグメント配信・オンライン手続き
サイトへ誘導

facebook、Twitterなどを活用

令和５年度に
取組を強化



事業概要 【⼩中学校におけるデジタル教材導⼊事業〜世代を超え、繋がる学び〜】

実施地域 愛知県⽇進市 事業費 32,083千円

実施主体 愛知県⽇進市 ⼈⼝ 93,770⼈（R4.12.1）

事業概要
令和4年12⽉中央教育審議会答申において、「⼦供たちの学びと共に新たな教師の学びの姿」実現を後押しす
る必要性が⽰された。本市は、⼩３向け⼩学校社会科副読本を紙媒体で作成していたが、今回デジタル化に際
し、ドローン空撮や動画連携だけでなく、中学⽣技術科の授業で作成した本市に関するデジタルコンテンツを資料
の⼀部とすることで、デジタルコンテンツ制作を授業に組み込みつつ、教材活⽤までを循環させるモデルケースとする。

具体
サービス

【電⼦版社会科副読本による探求学習強化︓
教員による電⼦化】
• 社会科副読本「わたしたちのまち⽇進」をデジタ

ル化することにより、ＧＩＧＡスクール構想に対
応した学びの環境を実現する。

• 単なるＰＤＦ化ではなく、デジタルを前提とした
新たな社会科副読本を作成する。

【プログラミング学習教材︓
中学⽣が本市についてデジタルコンテンツ化】
• 新学習指導要領に対応したブラウザ完結型プロ

グラミング学習教材を活⽤し、Society5.0時代
に必要なデジタルスキルと問題解決能⼒を養う。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①デジタル社会科副読本の閲覧数
②プログラミングの基礎学習を完了した学校数
③オリジナルウェブサイト制作を実施した学校数

【アウトカム指標（成果指標）】
①社会科副読本編集委員（教師）の満⾜度
②社会科副読本の満⾜度（児童）
③プログラミング学習教材の満⾜度（⽣徒）

従来：それぞれが独立した取り組み

社会科副読本
デジタル化

プログラミング教育

教員：デジタルを使う
デジタル教材の活用
資料の電子化
ICT教育
情報リテラシー
‥‥

児童生徒：デジタルで学ぶ
プログラミング授業
ドリル教材
プレゼン資料のデジタル化
‥‥

単なる紙媒体のデジタル化だけでなく、
中学校の授業連携による相乗効果

〈将来：小中の垣根を超えた他授業と教材作成の連携〉

今回：取り組みの連携＝デジタル教材の活用モデルケース

授業連携した新コン
テンツの誕生



事業概要 【保育園・児童クラブＩＣＴシステム導⼊業務】

実施地域 ⽥原市公⽴保育園（14園）
⽥原市公⽴児童クラブ（17クラブ） 事業費 51,804千円

実施主体 愛知県⽥原市 ⼈⼝ 59,700⼈（R4.10.31）

事業概要
公⽴保育園14園、公⽴児童クラブ（17クラブ）へＩＣＴシステムを導⼊することで、園児・児童の登降園・出
⽋管理等の業務負担を軽減し、保育等に専念できる環境を整備することにより、保育等サービスの質の向上を図
る。また、保護者と園・クラブの情報連携を円滑化することで、保護者の利便性向上を図る。

具体
サービス

◆園・クラブにおける情報管理、情報共有等
主な機能
【園・クラブ共通】
・園児、児童情報管理
・登降園、⼊退室管理
・保護者連絡（緊急時、お便り、連絡帳）
・アプリによる⽋席連絡
【園のみ】
・出席簿、保育指導案等各種帳票作成
・連絡帳作成、園児情報の共有
【クラブのみ】
・⽇誌作成（本部と即⽇情報共有） 等

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システム利⽤割合（保育園・児童クラブ利⽤保護者等）
②システム使⽤割合（保育⼠、児童クラブ指導員）

【アウトカム指標（成果指標）】
①利⽤満⾜度（保育園・児童クラブ利⽤保護者等）
②システム導⼊による業務への効果の割合



事業概要 【コンビニ交付事業】

実施地域 全国 事業費 13,677千円

実施主体 愛知県愛⻄市 ⼈⼝ 61,633⼈

事業概要 市⺠がマイナンバーカードを活⽤し、市役所の開庁時間以外でも、全国のコンビニエンスストア等で住⺠票の写しや
印鑑証明書を取得することが可能となり、市⺠の利便性向上やマイナンバーカードの普及促進につながる。

具体
サービス

【コンビニ交付サービス】
• コンビニエンスストア等の店舗でマイナンバーカード

を利⽤して住⺠票の写しなどの各種証明書を取
得可能とするもの

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①コンビニ等での証明書発⾏件数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①マイナンバーカードの普及率
②証明書等全体の交付におけるコンビニ交付の割合
③



事業概要 【コンビニ交付事業】

実施地域 愛知県弥富市 事業費 16,500千円

実施主体 愛知県弥富市 ⼈⼝ 43,847⼈

事業概要 令和6年1⽉からマイナンバーカードを利⽤して、市役所の開庁時間以外にも、市⺠がコンビニでの住⺠票の写しと
印鑑登録証明書の取得を可能とする。

具体
サービス

【コンビニ交付サービス】
• 住⺠票の写し
• 印鑑登録証明書

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①コンビニ等での証明書発⾏数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①マイナンバーカード普及率
②コンビニ交付利⽤者の満⾜度
③



事業概要 【特殊⾞両通⾏許可システム登録業務】

実施地域 愛知県弥富市 事業費 13,860千円
実施主体 愛知県弥富市 ⼈⼝ 43,847⼈

事業概要

制限を超える⾞両に対して⼀定条件を付与し、道路の通⾏を認める制度（特殊⾞両通⾏許可）を申請する
にあたり、事前にルートの確認、検索を⾏い、道路管理者ごとに通⾏可能かどうかを確認する必要がある。この作
業をオンライン上で⾏うには、国⼟交通省が運営するシステムに市の道路情報を登録しなければならない。しかし、
当市は掲載路線数が少なく、申請者からも不満の声があり、今後も申請件数の増加が⾒込まれる中、申請者の
利便性の向上を図るためシステム登録を⾏う。

具体
サービス ・特殊⾞両通⾏許可システム登録業務

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①国⼟交通省が運営するシステムへの登録路線数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①当市への照会件数
②
③



事業概要 【コンビニ交付サービス導⼊事業】

実施地域 全国 事業費 29,497千円

実施主体 愛知県あま市 ⼈⼝ 88,768⼈

事業概要 窓⼝混雑の緩和及び待ち時間の短縮並びに住⺠サービスの向上を⽬的とし、全国の指定のコンビニエンスストア
等でマルチコピー機（キオスク端末）により住⺠票の写し等の証明書を交付する。

具体
サービス

⑴ 対象
本市に住⺠登録のある⼈及び現在本市に本籍が
ある⼈で利⽤者証明⽤電⼦証明書を格納した個⼈
番号カードを所持している⼈
⑵ 利⽤時間
６時３０分から２３時まで（年末年始及びシス
テム休⽌⽇を除く。）
⑶ 交付する証明書等の種類
① 住⺠票の写し
② 印鑑登録証明書
③ ⼾籍全部（⼀部）事項証明書
④ ⼾籍の附票の写し
⑤ 所得・課税証明書（最新年度のみ）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①コンビニ等での証明書等交付率
②周知のための広報量
③時間外交付の利⽤率

【アウトカム指標（成果指標）】
①マイナンバーカードの普及率
②コンビニ交付サービスに対する住⺠の満⾜度
③コンビニ交付サービスに対する住⺠の認知度



事業概要 【GIGAスクール構想環境整備事業】

実施地域 愛知県⻑久⼿市 事業費 103,532千円

実施主体 愛知県⻑久⼿市 ⼈⼝ 60,517⼈

事業概要
GIGAスクール構想において整備したタブレット端末の活⽤頻度を創出するため、個別学習だけでなく、画⾯共有
を主体とした情報共有・集団学習、デジタル教材の活⽤が可能となるよう⼤型提⽰装置（電⼦⿊板）を整備し、
ICT教育環境の拡⼤をはかり、教育指導の幅を広げる。

具体
サービス

・情報共有・集団学習の機会の創出
児童・⽣徒がExcelやPowerpoint等のソフトを活
⽤して作成したものをクラスで共有することで、それぞ
れで作成して完了では無く、他の児童の共通点、相
違点を踏まえ、より良い学習につなげる。

・デジタル教材の活⽤
現在、ＩＣＴ活⽤⽀援業務委託にて、先⽣、児
童・⽣徒がやりたいことを企画し、委託先の業者に相
談しながら、タブレット端末を活⽤した授業に取り組
んでおり、⼤型の画⾯を導⼊することで、授業展開の
幅が拡がる。

・オンライン交流の機会の創出
ＷＥＢカメラを活⽤し、他の学校のクラスをつなぐこ
とやzoom等を活⽤した校外学習を促進する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①⼤型提⽰装置を活⽤した授業の実施回数
②オンライン交流等の実施回数
③児童⽣徒の活⽤率

【アウトカム指標（成果指標）】
①教員の評価
②児童・⽣徒の評価
③1⽇の稼働状況を近隣市町と⽐較

児童・生徒が作成したも
のが共有できない状況で
あったが、、、

大型の画面でクラス
の全員に共有を図れ
るようになる

現状 導入後



事業概要 【公⽴保育園ICT化推進事業】

実施地域 愛知県⻑久⼿市内 事業費 11,941千円

実施主体 愛知県⻑久⼿市 ⼈⼝ 60,517⼈

事業概要
公⽴保育園における保護者の利便性向上、保育⼠の業務軽減を⽬指し、保育園ICTシステムを導⼊する。
保育業務を⽀援するアプリケーションシステムを導⼊することで、連絡帳、⾏事予定やお便りの配信等の様々なコ
ミュニケーションが電⼦化され、情報共有がスムーズになり、伝達漏れや紛失などの問題も解消することができ、保
護者の育児の負担減につなげることもできる。

具体
サービス

【園務管理システム】
・園ごとに異なっていた保育⼠の事務作業が標準化
され負担が軽減される。
・登降園時に保護者が出⼊⼝に設置しているタブ
レットを操作することで登降情報がシステムに反映さ
れる。
・各クラスに設置するタブレットを⽤い、所属園児の情
報を管理するとともに保護者との情報共有に活⽤す
る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者のうちシステムを利⽤している⼈の割合
②園が保護者へ配布する「保育園だよりの」システム
活⽤割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①負担感が軽減したと思う保護者の割合
②負担感が軽減したと思う保育⼠の割合
③保育園に対する意思疎通の満⾜度



事業概要 【オンライン⼿続きの拡充による住⺠サービスの向上】

実施地域 愛知県⻑久⼿市 事業費 3,546千円

実施主体 愛知県⻑久⼿市、株式会社トラストバンク等 ⼈⼝ 60,517⼈

事業概要
⾏政⼿続きのために仕事や余暇の時間を削って⾃治体窓⼝を訪れたり、申請書類の⼿書きによる作成で⾮常に
⼿間がかかっていた住⺠や事業者に対して、PC やスマートフォンなどデバイスを問わず電⼦申請ができる仕組みを
提供する。本⼈確認が必要である⼿続きについては、マイナンバーカード等と連携した電⼦認証機能を導⼊する。

具体
サービス

【電⼦申請システム】
●ノーコード電⼦申請システム「LoGo フォーム」
株式会社トラストバンク社が「LGWAN ASP サービス」として
提供している⾃治体職員が電⼦申請や申込予約、アンケー
トなどのフォームを作成・集計し、⼀元管理できる⾃治体専⽤
の「ノーコード電⼦申請システム」。
●LoGo フォームと連携もしくは拡充する機能
・マイナンバーカードを活⽤した「公的個⼈認証」（ xID㈱ が
提供する xID アプリ等）
・申請者と⾃治体をつなぐ双⽅向のコミュニケーションを実現す
る「デジタル窓⼝」（LoGo フォーム機能内の拡充）
・ぴったりサービスとの連携により、⼿続きオンライン化を拡充す
る。（LoGo フォーム機能内の拡充による連携）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①電⼦申請対応⼿続き数
②電⼦申請による申請回答数

【アウトカム指標（成果指標）】
①電⼦化した⼿続きにおける電⼦申請利⽤割合
②次回も電⼦申請を継続利⽤したい⼈の割合



事業概要 【避難⾏動要⽀援者管理システム等整備事業】

実施地域 愛知県⻑久⼿市 事業費 8,932千円

実施主体 愛知県⻑久⼿市 ⼈⼝ 60,517⼈

事業概要
令和３年の災害対策基本法の改正により、個別避難計画の作成が努⼒義務化されたことを受け、避難⾏動要
⽀援者名簿や個別避難計画の作成・管理、災害時の安否等の機能に加え、ＧＩＳ機能を有した管理システム
を導⼊し、情報を関係部署間で共有することにより、事務作業に係る利便性の向上及び効率化を図るとともに、
災害時における避難⾏動要⽀援者の迅速かつ円滑な避難と、平時からの⾒守り等の活動に活⽤する。

具体
サービス

【避難⾏動要⽀援者管理システムの活⽤による災
害時の⾒守り体制の構築】
• 個別避難計画を作成
• 名簿等の情報を避難⽀援等関係者へ提供
• 独居⾼齢者及び75歳以上世帯の状況把握

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① 個別避難計画の作成率
② ⾒守り対象となる障がい者・⾼齢者の登録者数

【アウトカム指標（成果指標）】
① ⾝近な⽀援者がいない者の回答率
② 災害時に要⽀援者⽀援に役⽴つものになっていると
感じている、⽀援者の割合



事業概要 【保育業務⽀援システムの導⼊による保育サービス向上】

実施地域 愛知県愛知郡東郷町 事業費 11,386千円

実施主体 愛知県愛知郡東郷町 ⼈⼝ 43,816⼈

事業概要
本町の重点施策である⼦育て分野の更なる発展に取り組むため、「保育業務⽀援システム」を導⼊し、既往歴等
の園児情報や登降園情報等の適切な管理、保護者連絡のデジタル化、指導計画の電⼦化等を⾏うことにより、
こども１⼈１⼈に合った保育の実現や、安全管理の徹底、保育の質向上、保護者サービスの向上に取り組む。

具体
サービス

■サービス概要
＜a. 保護者サービス向上＞
①保護者向け専⽤アプリを提供し、連絡事項や⽋
席等連絡、各種アンケートなどの電⼦化に取組み、
保護者サービスの向上に取り組む。
＜b. こども１⼈１⼈に合った保育／安全対策＞
②登降園時間、延⻑保育時間等の管理を⾃動で
管理し、置き去り防⽌等の園児の安全対策を実施。
③既往歴やアレルギー情報の園児情報の管理・周
知を実施し、安⼼安全な保育サービスを提供。
＜c. 保育の質向上＞
④指導計画や保育⽇誌等の作成⽀援機能を活⽤
し、より質の⾼い保育計画⽴案に取り組む。
⑤タブレット端末化及びβʻモデルへ移⾏することで、ど
こでも作業することができる環境を整備し、更にこども
と向き合う時間を創出。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保育業務⽀援システム（アプリ）の利⽤割合
②アプリを活⽤した⽋席連絡の割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①アプリに対する保護者満⾜度
②保育園に対する保護者満⾜度

登降園管理 保護者連絡

帳票作成 緊急連絡
発育記録 写真共有

ノートPC等

無線
AP

保育業務⽀援システム
CLOUD

VPN

仮想サーバ

仮想サーバ

閉域SIM

ノートPCノートPC

NTT栄
データセンター

こども保育課
（役場庁舎）（保育園）（リモート）

VPN

◆βʼモデルで構築



事業概要 【オンライン申請のキャッシュレス決済及びLINE連携導⼊事業】

実施地域 愛知県豊⼭町 事業費 3,263千円

実施主体 愛知県豊⼭町、NTTDATA関⻄株式会社等 ⼈⼝ 15,936⼈

事業概要

・愛知県内の市町村と共同利⽤しているオンライン⼿続を登録できる「あいち電⼦申請・届出システム（e-
TUMO）」に「キャッシュレス決済」および「LINE連携」を導⼊し、スマートフォンで申請から⽀払いまでの⼿続が完
結するデジタルファーストを⽬指す。
・⼿数料等が発⽣するオンライン申請のキャッシュレス化により利⽤者負担の軽減を図る。
・オンライン申請の本⼈確認にマイナンバーカードを利⽤することでマイナンバーカードの利活⽤の促進を図る。

具体
サービス

【オンライン申請のキャッシュレス決済】
・現状⼿数料が発⽣するオンライン申請の場合は⼿
数料を郵送等で⽀払う必要があるが、キャッシュレス
決済により、クレジットやPayPay、楽天Pay、
LINEPayによるオンラインでの⽀払いができるようにな
る。
【LINE連携】
・あいち電⼦申請・届出システム（e-TUMO）の利
⽤にはメールアドレスを⽤いた煩雑なユーザー登録が
必要であるが、LINE連携により、ユーザー登録なしで
LINEから簡単に利⽤できるようになる。
・⽀払通知をメールアドレス宛ではなくLINEで受信で
きるようになり、オンライン申請から⽀払いまでの⼿続
をLINEからすべて完結できる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①キャッシュレス決済に対応したオンライン⼿続利⽤
者数
②キャッシュレス決済に対応したオンライン⼿続数

【アウトカム指標（成果指標）】
①キャッシュレス決済に対応したオンライン⼿続の利⽤者の
満⾜度
②キャッシュレス決済に対応したオンライン⼿続の利⽤率



事業概要 【⾏政⼿続のオンライン化による⾏政サービス向上とRPAによる業務効率化】

実施地域 愛知県豊⼭町 事業費 660千円

実施主体 愛知県豊⼭町、RPAクラウドサービス提供業者 ⼈⼝ 15,936⼈

事業概要

・マイナポータルぴったりサービス及びあいち電⼦申請・届出システム（e-TUMO）にオンライン申請⼿続を作成し
スマートフォンで⼿続が完結するデジタルファーストを⽬指すとともに、申請データのシステムへの登録作業にRPAを
利⽤しオンライン申請に正確に短時間で対応することで、オンライン申請者の利便性の向上を⽬指す。
・町⺠等が良く利⽤する⼿続を優先的にオンライン化することで効果的に推進する。
・オンライン申請の本⼈確認にマイナンバーカードを利⽤することでマイナンバーカードの利活⽤の促進を図る。

具体
サービス

【⼿続のオンライン化】
・町⺠等が良く利⽤する⼿続を優先的にオンライン化
することで利便性の向上が図られるとともに、場所や
時間に縛られることなく、スマートフォン等から⼿続が
完結できるようになる。
【RPAによる業務効率化】
・オンライン申請データのシステム登録作業において、
RPAを活⽤することで、⼊⼒ミスの防⽌やデジタル処
理での完結、機械での⾃動化を基本としたエンドツー
エンドでのデジタル対応ができるようになる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンライン申請⼿続数
②オンライン申請⼿続利⽤者数
③RPAのシナリオ数

【アウトカム指標（成果指標）】
①利⽤者の満⾜度
②オンライン⼿続の利⽤率
③RPAによる時間の削減率

スマホ・
タブレッ
トでの申

請

効率化・
自動化



事業概要 【プレミアム付商品券事業】

実施地域 愛知県豊⼭町 事業費 12,828千円

実施主体 愛知県豊⼭町、豊⼭町商⼯会、タビィコム株式会社 ⼈⼝ 15,936⼈

事業概要
地域経済の再⽣・活性化を⽬的として、町内の事業所において使⽤できる消費喚起型の「豊⼭町プレミアム付商
品券」を発⾏する。なお、令和5年度は従来の紙商品券の形式から、取扱店舗の増加、取扱事業者の負担軽
減、商品券の新規購⼊者開拓を⾒込み、紙・デジタル（LINE版）併⽤の商品券を発⾏する。
また、豊⼭町公式LINEと紐づけることで、町公式LINEの登録者増加、町からの情報発信の強化も⾒込まれる。

具体
サービス

【デジタル商品券サービス】
• 令和5年度は紙・デジタル併⽤の商品券を発⾏
• デジタル商品券の販売及び使⽤は豊⼭町公式

LINEから紐づけた専⽤LINEで⾏う。
• 発⾏セット数 総数︓14,000セット

デジタル︓4,200セット 紙︓9,800セット
• 発⾏総額︓91,000,000円
• プレミアム率︓30％

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①デジタル商品券の取扱い店舗数
②デジタル商品券の申込者数

【アウトカム指標（成果指標）】
①デジタル商品券取扱い店舗の満⾜度
②デジタル商品券購⼊者の満⾜度



事業概要 【公開型GIS構築事業】

実施地域 愛知県知多郡武豊町 事業費 4,467千円

実施主体 武豊町企画政策課、防災交通課、都市計画課 ⼈⼝ 43,363⼈（R5.1.1時点）

事業概要
激甚化する災害対策においてハザードマップ情報を広く住⺠に提供・周知する必要があるが、現状は災害ごとに異
なる紙媒体で配布している。また、都市計画情報等の閲覧には窓⼝訪問が必要であり住⺠は来庁している。「い
つでも」「どこからでも」「だれでも」情報を⼊⼿できる環境がない課題を解決し、デジタルガバメントを推進するため、
公開型GISの導⼊により⾏政情報等を提供し、さらにオープンデータ化することで地域課題の解決を促進する。

具体
サービス

 GIS（クラウドサービス）を利⽤し、ハザードマッ
プ情報および都市計画情報を中⼼とした⾏政情
報を⼀元的にインターネット上で公開を⾏い、住
⺠や事業者がいつでも・どこからでも閲覧な可能
なシステムを構築し、情報閲覧希望者の来庁機
会を減らし、サービス向上を図る。

 GISと連動したカタログサイトで、公開情報をオー
プンデータ化しデータを広く提供することで、産・
官・学を問わない様々な主体による地域課題の
解決やまちづくりの振興に向けた積極的な取り組
みを推進する。

【公開型GISシステム】
【カタログサイト】

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①都市計画情報の発⾏件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①町⺠アンケートによる満⾜度

<住民サービスの向上>

従来の窓口業務
デジタル公開をすることで
情報閲覧のための来庁が不要
時間・場所を問わず閲覧可能

<オープンデータ化>

様々な主体でデータを活用可能
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